
 

3.2.3 基本設計図 

次ページ以降に各橋の全体一般図と橋梁一般図を示す。 

 

(1) テナル 1橋 全体一般図 

(2) テナル 1橋 橋梁一般図 

(3) テナル 2橋 全体一般図 

(4) テナル 2橋 橋梁一般図 

(5) ガリンビウ橋 全体一般図 

(6) ガリンビウ橋 橋梁一般図 
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3.2.4 施工計画 

3.2.4.1  施工方針 

本プロジェクトが我が国の無償資金協力として実施されるにあたり、以下のことを考慮し

ている。 

・雇用機会の創出、技術移転の促進、地域経済の活性化に資するため、現地の技術者、労

務者、資機材を最大限に活用する。  

・本計画が円滑に実施されるように「ソ」国政府、コンサルタント、建設業者間に緊密な

連絡体制を確立する。 

・河川水位が低い乾期に下部工を終了させる施工方法と施工計画を立案する。 

・降雨形態、資機材調達に必要な期間、適切な施工方法の採用等を考慮し現実的な施工計

画を立案する。 

・現況交通流を阻害せず、不都合を生じさせない施工計画及び現場作業工程を立案する。 

 
3.2.4.2  施工上の留意事項  

計画実施に際しての留意すべき事項を以下に示す。  

(1) 労働基準の遵守 

建設業者は「ソ」国の現行建設関連法規を遵守し、雇用に伴う適切な労働条件や慣習

を尊重し、労働者との紛争を防止すると共に安全を確保するものとする。 

(2) 工事期間中の環境保全  

工事開始前に「工事許可証」を受領する際、許可の前提となる環境的側面の遵守事項

に配慮して工事の指導・監督に当る。 

特に、施工にあたっては廃材処分、残土処理、盛土工事、舗装工事等により発生する

粉塵、濁水などに配慮した工事の指導・監督に当る。 

(3) 現場の通信手段の必要性  

本計画対象サイトは携帯電話を含む電話通信のインフラが全く整備されておらず、施

工監理および工事に関わる要員の安全管理体制上、最低限必要な通信設備を考慮する。 

(4) 現地慣習の尊重  

施工計画の立案に際し、現地の宗教上および現地慣習に従った作業日程を考慮する。 

(5) 交通安全の確保  
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本計画では、現橋梁を一般車両の通行に開放しつつ施工するため、交通安全には十分

配慮し、必要な場合には「ソ」国警察の指導を要請し、円滑な交通マネージメントとと

もに工程に遅滞の生じないように施工を行う。 

(6) 通関事情 

輸入・荷下し及び通関手続き等の所要日数に対し、十分に余裕を持たせた施工計画を

立案する。 

(7) 用地確保 

事前合意、補償金の支払い等が「ソ」国により適切に実施されることを確認する。 

(8) 工程調整 

「ソ」国側の負担工事の作業進捗を十分に確認・調整する。 

(9) 不発弾探査・除去 

施工に先立ち DIDが「ソ」国警察本部の不発弾処理班へ調査を申請し、同班の現地調

査確認後、同本部発行による安全保証書の交付を受けるが、万一作業中に不発弾を発見

した場合は同不発弾処理班による処理を DIDに依頼する。 

 

3.2.4.3 施工区分 

本計画を実施するにあたり、日本国及び「ソ」国政府それぞれの負担事項の概要を以下

に示す。 

 

（１）日本側の施工負担範囲 

１）施設の建設 

－テナル１橋、テナル２橋、ガリンビウ橋の建設 

－上記の建設に関する交通安全施設工事 

－仮設施設等（事務所、試験室等）の設営 

２）資機材の調達 

「3.2.4.6 資機材調達計画」で示された橋梁建設に必要な建設資機材の調達 

３）安全対策 

工事実施に係る安全管理および対策 

４）コンサルタント業務 

「3.2.4.4 実施設計および施工監理計画」で示された実施設計、入札・契約書の作

成、入札補助および工事の施工監理 



61 

 

（2）「ソ」国側の施工負担範囲 

1）工事許可証の発行 

施工開始前、「ソ」国インフラ開発省より本計画に関わる工事許可証を発行する。 

2）通関手続き、免税措置 

工事資機材類の輸出入に対し、「ソ」国の港湾施設における通関手続きの促進、

免税措置に関する便宜供与。 

3）土地収用及び用地確保 

本計画対象橋梁建設に係わる土地収用ならびに、事務所、試験室およびプラント

等の一時的な施設建設に必要となるベースキャンプ、コンクリートプラントヤー

ド等の用地、建設に伴い発生する廃棄物・残土処分場などの確保。 

4）その他 

－ 工事に必要な採石場、土取り場などの提供 

－ 本計画実施に従事する日本人および第 3国人の入国・滞在などに対する便宜供与 

－ 「ソ」国政府が課す関税、国内税などの公租公課の免除 

－ カンターパートを指名し、その要員の交通手段、経費等の確保 

－ 不発弾の調査、安全保証書の交付および不発弾の処理 

 

3.2.4.4 実施設計および施工監理計画 

(1) コンサルタント業務の実施工程 

本事業の実施にあたっては、まず、日本およびソ国の両政府間で本事業の無償資金協

力に係わる実施設計／施工監理のための交換公文（E/N）の締結が行なわれることが前

提となる。交換公文の締結後、コンサルタントは JICA より発給される推薦状を基に、

日本の無償資金協力の範囲および手順に従い、「ソ」国政府の実施機関であるインフラ

開発省との間でコンサルタント契約を結ぶ。契約後、実施設計、入札補助業務および施

工監理と進めるにあたり、コンサルタント契約に含まれる主な業務内容を以下に示す。 

 

1）入札図書作成段階（実施設計段階） 

基本設計調査報告書の結果をもとに各施設の実施設計を行い、入札図書を作成する。

入札図書類は以下からなり、インフラ開発省インフラ開発局の承認を得る。 

－ 設計報告書 

－ 設計図 

－ 入札図書 

 



62 

2）入札段階 

コンサルタントの補佐のもと、インフラ開発省インフラ開発局は一般競争入札により

日本国籍を有する工事業者を選定する。この入札および工事契約に参加する「ソ」国政

府の代理人は、契約に係わる承認権を有する者と、技術分野の判断が可能な者とする。

入札段階におけるコンサルタントの補佐業務を以下に示す。 

－ 入札公示 

－ 事前資格審査 

－ 入札および入札評価 

－ 工事契約 

 

3）施工監理段階 

－ 日本国政府による工事契約の認証を受け、コンサルタントは工事着工指示書を発

行し、施工監理業務に着手する。施工監理業務では、工事進捗状況をインフラ開

発省インフラ開発局等に直接報告するとともに業者には作業進捗、品質、安全、

支払いに関わる業務および工事に関する改善策、提案等を行う。また、在ソロモ

ン日本大使館および JICA ソロモン駐在員事務所に対し、必要に応じて報告を行な

う。 

－ また、施工監理の完了から 1 年後に完成検査を行う。これをもってコンサルタン

ト施工監理業務を完了する。 

 

(2) 実施体制 

実施設計、工事入札および施工監理の各段階でのコンサルタントの業務内容を下記に示

す。 

 

1) 実施設計および入札図書作成 

業務主任のもとに編成された設計チームにより、実施設計を行う。 

 
2) 施工監理体制 

施工監理に携わる日本人技術者の担当分野は下記のとおりとする。 

 

a.  施工監理技術者 

業務円滑遂行のための調整業務、常駐監理者の管理及び総括責任者である。着工時

の現場監理体制の確認ならびに竣工時における完工施設の引渡し確認のため現地に派

遣する。 
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b. 常駐監理技術者 

常駐施工監理者の派遣時期は工事立ち上げ時とし、派遣期間は工事の立上げ時から

工事完了時までの 13 ヶ月間とする。主な業務は、品質管理、工程管理、工事進捗報

告及び安全管理を現地にて統括監理する。また、全体の派遣期間が 13 ヶ月間である

ことから、一時帰国は考慮しないものとする。 

c. 上部工技術者 

上部工技術者は、３橋梁の架設工法で最も慎重な工程管理および安全管理が要求さ

れるガリンビウ橋の鋼桁架設時にスポット派遣する。派遣期間は 2ヶ月と設定する。 

d. 基礎工技術者 

鋼管杭打ち込み基礎工事にスポット派遣する。派遣期間は 2ヶ月と設定する。３橋

梁の橋台部と橋脚部の鋼管杭（131本）の打ち込みと接合部の溶接の品質管理、工程

管理及び安全管理を行なう。 

e. 工場立会検査(国内) 

鋼桁の品質管理および仮組検査のため、上部工技術者をメーカー工場に派遣する。

派遣期間は 2日×2回の計 4日(0.14ヶ月)とする。 

 

 

3.2.4.5 品質管理計画 

 「3.2.4.1 施工方針」に掲げるように、本計画の実施にあたっては現地技術者を積極的に活

用するとともに、現地労働者を雇用する。そのため、日本の建設業者・技術者による各工事の

品質管理および工程管理等が必要になる。 

 本計画の施工に必要となる品質管理計画を表 3.23 に示す。 
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表 3.23   主たる品質管理項目一覧 

 項 目  試験方法 
試験頻度 

路盤（砕石） 
配合材料  液性限界・塑性限界 各配合別 

   粒度分布（配合）  

   骨材強度試験  

   骨材密度試験  

 敷設  最大乾燥密度（締固め試験） 
1回/日 

ﾌﾟﾗｲﾑ･ｺｰﾄ、 材料 瀝青材 品質証明書 各材料別 

ｱｽﾌｧﾙﾄ乳剤   保管・散布時の温度 各配送別 

ｱｽﾌｧﾙﾄ 材料 瀝青材 品質証明書・成分分析表 各材料別 

  骨材 粒度 各配合別、1回/月

   吸水率 各材料別 

   骨材強度試験  

ｺﾝｸﾘｰﾄ 材料 ｾﾒﾝﾄ 品質証明書、物理・化学試験結果 各材料別 

  水 成分試験結果  

  混和剤 品質証明書、成分分析表  

  細骨材 絶対乾燥比重  

   粒度分布  

   粘土塊・軟質微片混入率  

  粗骨材 絶対乾燥比重  

   粒度分布（混合）  

 配合 供試体 圧縮強度試験（供試体による） 各配合別 

 打設  ｽﾗﾝﾌﾟ（ｺﾝｸﾘｰﾄ） 各材料別 

   空気量  

   温度  

 強度  圧縮強度試験（7日、28日） 各配合供試体別 

鉄筋 材料  品質証明書、引張試験結果 各ﾛｯﾄ単位 

鋼管 材料  品質証明書 各ﾛｯﾄ単位 

支承 材料  品質証明書 各ﾛｯﾄ単位 

その他   各種試験 必要に応じて実施

 

 

3.2.4.6 資機材等調達計画 

 

（1）建設資材調達 

建設工事に必要な材料で現地にて入手可能な材料は、原則として現地調達とする。 
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ただし、品質に問題があるもの、または供給量が十分でなく、一定期間内に必要量

が入手し難いものについては、日本から調達することとする。 

特に、本計画の主要資材である工場加工品の鋼材は、短い工事期間および調達の確

実性、加工技術の高精度ならびに海上輸送定期便の利便性が要求されるため、日本から

の調達とする。 

 表 3.24 主要建設資材の調達先 

材料名 現地 日本 理由 
セメント ○  輸入品であるが現地入手可能 

骨材（砂・砂利） ○  良質材料の採取が可能 
木材（合板・角材・丸太） ○  加工品は輸入品であるが現地入手可能 

鉄筋 ○  輸入品であるが現地入手可能 
鋼管・鋼矢板  ○ 品質及び供給の安定性 

橋梁付属品（支承・伸縮装置）  ○ 品質及び供給の安定性 
鋼製高欄  ○ 品質及び供給の安定性 

仮設用鋼材（足場材・型枠）  ○ 品質及び供給の安定性 
瀝青材  ○ 品質及び供給の安定性 

燃料・油脂類 ○  輸入品であるが現地入手可能 
ベント材  ○ 品質及び供給の安定性 

 
骨材は近くの河川で採取・調達が可能である。しかし、河川の増水により採取量の

確保が限定されるため、採取地の選定のみならず仮設ヤード等への骨材の貯蔵を考えた

採取・調達計画が必要となる。 

 

（2）建設機械調達 

 中・大型建設プロジェクトが行われる場合、「ソ」国では近隣国から必要とする建設

機械を調達している。しかも、同国で実施される工事は道路建設がほとんどであるため、

現地で調達可能な建設機械としてはダンプトラック、ロードローラ等の道路工事用の機

械が主であり、橋梁架設に使用するトラッククレーン、クローラクレーン等は存在しな

い。 

また、本工事に必要な生コンクリート量（100 m3/日）を生産・供給する能力のあるプ

ラントを有する会社は「ソ」国には無く、コンクリートプラントは日本からの調達とす

る。 

「ソ」国に近い第三国で入手可能な主要な機材に関しては、表 3.27 に示す項目につい

て比較したうえ、総合的に判断した。特に、限られた工期内で施工を終了させるために

は、建設機械やプラントが正常に稼動することが前提であり、賃貸の場合、賃貸会社の

所在する現地国における、一般的な機械類のメンテナンスやスペアパーツの調達能力、

コスト等も考慮したうえ、日本からの調達が最適と判断した。 
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表 3.25 第三国調達先の比較 

調達先＼項目 賃料 ﾒﾝﾃﾅﾝｽ 輸送料金 輸送期間 ｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂ調達 総合判断
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ × △ ○ ○ △ × 
ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ × △ ○ ○ △ × 
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ○ × ○ △ × × 
ﾊﾟﾌﾟｱﾆｭｷﾞﾆｱ ○ × ○ ○ × × 
ﾀｲ ○ × △ △ × × 
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ △ △ △ △ × × 
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ○ × △ △ × × 

注）日本と比較して：高価＝×・同等＝△・安価＝○、       
品質良＝○・品質悪＝×、調達短期間＝○・調達に要長期間＝× 

 

 以上より、本計画の主要な機材調達計画を表 3.26 に示す。 

 

表 3.26 主要建設機械の調達先 

No. 建設機械 仕様 ソロモン国 日本 
1 ﾊﾞｯｸﾎｳ ｸﾛｰﾗ型、0.45m3  ○ 
2 ﾌﾞﾙﾄｰｻﾞ 15t級  ○ 
3 ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 10t積 ○  
4 ﾄﾗｯｸﾐｷｻｰ 3.0～3.2m3  ○ 
5 ｸﾗﾑｼｪﾙ 油圧ﾛｰﾌﾟ式、0.8m3  ○ 
6 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ 油圧伸縮、20t 吊  ○ 
7 ﾁｯﾌﾟ・ｽﾌﾟﾚｯﾀﾞｰ ﾃｰﾙｹﾞｰﾄ式、0.25m3  ○ 
8 散水車 5,500-6,500 litter ○  
9 貨物ﾄﾗｯｸ 6 ton積  ○ 

10 ﾄﾚｰﾗ・ﾄﾗｯｸ ｾﾐﾄﾚｰﾗ式、35ton ○  
11 ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗ 10～12 t ○  
12 振動ﾛｰﾗ 搭乗式、ｺﾝﾊﾞｲﾝﾄﾞ 3～4t  ○ 
13 ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ 油圧伸縮 4.9t吊  ○ 
14 ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車 ﾌﾞｰﾑ式、90～100m3/hr  ○ 
15 ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞ 普通、山積 2.1m3  ○ 
16 ﾀｲﾔﾛｰﾗ 8-20t  ○ 
17 ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ 油圧駆動ｳｲﾝﾁ 50～55t吊  ○ 
18 ｸﾛｰﾗ式杭打機 油圧ﾊﾝﾏ、ﾗﾑ重量 6.5～8t  ○ 
19 ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏｰ 電気式 90kw  ○ 
20 ﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ ﾌﾞﾚｰﾄﾞ幅 3.1m  ○ 
21 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾟﾗﾝﾄ 簡易傾胴型 1.0m3  ○ 
22 空気圧縮機 可搬式、7.5m3/min  ○ 
23 発動発電機 * ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ駆動 45kVA  ○ 
24 水中ﾓｰﾀｰﾎﾟﾝﾌﾟ * 口径 150mm,揚程 15m  ○ 
注）*：貨物トラックに積載・運搬用とする 

 

（3） 資機材輸送計画 

 
日本からの資機材輸送期間は梱包・船積み、海上輸送、荷降し・通関ならびに内陸輸

送を含めて 2.0ヶ月を要する。この期間を十分考慮したうえ工程計画を策定する。 



67 

項目 輸送経路 期間 
 
梱包・船積み 
 
海上輸送 
 
荷降し・通関 
 
内陸輸送 
 

 
工場 ～ 日本の輸出港 
 
日本の輸出港 ～ ガダルカナル島ホニアラ港 
 
ホニアラ港 
 
ホニアラ港 ～ ベースキャンプあるいは各現場 
 

  

 
0.4ヶ月

1.3ヶ月

0.2ヶ月

0.1ヶ月

計 2.0ヶ月

 

 

3.2.4.7 実施工程 

各橋梁別の工事工程表は以下に示す通りである。 

表 3.27 工事工程表（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

月　　数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

交換公文締結 (E/N) ▼

コンサルタント契約 ▼

現地調査

国内作業

入札業務

準備工　（跡片付け）

資機材輸送

ガリンビウ橋 (L=120m)

基礎工

下部工

上部工　現地架設

歩道・橋面工・地覆高欄工

取付道路・橋台防護工

鋼桁製作工

鋼桁輸送

テナル１橋 (L=55m)

施 基礎工

工 下部工

・ 上部工　現地架設

調 歩道・橋面工・地覆高欄工

達 取付道路・橋台防護工

鋼桁製作工

鋼桁輸送

テナル２橋 (L=30m)

基礎工

下部工

上部工　現地架設

歩道・橋面工・地覆高欄工

取付道路

鋼桁製作工

鋼桁輸送

凡例： 　　　　　国内業務 　現地業務 第三国 　雨期

３
橋
梁

実
施
設
計

契
約

（計 5.5ヶ月）

（計 13ヶ月）
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3.3 相手国側分担事業の概要 

 

3.3.1 我が国の無償資金協力における一般事項 

  

「ソ」国側分担事業の一般事項に関しては、討議・協議議事録において確認されている

が、ここでその内容を記述する。 

－ 建設ヤード等の事業実施に要する用地を確保し、その整地等を完了する。 

－ その用地までの電力、水道ならびに排水施設など、付帯設備の供給を完備させる。 

－ 無償資金協力事業として購入した製品や資機材の受入れ港における荷降ろし、通関

等の迅速な実施と費用の負担を確実に行う。 

－ 認証された契約に基く製品、サービスの供給に関し、受入国で生ずる関税、国内税

ならびにその他の公課を免除する。 

－ 認証された契約に基く製品、サービスの供給に関し、事業実施のために受入国に入

国もしくは滞在する日本国民ならびに第三国施工関係者に対し、必要な便宜を付与

する。 

－ 対象橋梁は計画実施のために適正かつ効果的に維持され、使用されること。 

－ カウンターパートエンジニアを配置する。 

－ 計画地域内において、第三者および住民との間で起こり得る一切の計画関連に対する

調整および解決をおこなう。 

 

3.3.2 本計画に固有の事項 

 
 本計画に固有な相手側負担事項を、以下に記述する。 

 ガリンビウ橋については、新橋の建設が旧橋（鋼桁橋）と下流側の現橋（トラス橋）

との間に予定されている。各橋梁の位置関係と現状・利用法を下記に示す。 

 また、新橋梁建設後、大型トレーラ（66t）等の通行に関しては、同車両の橋梁通過は

同時に 1台のみとする。テナル 1および 2橋については同時に複数車両の通過は不可能

であるが、ガリンビウ橋については、とくに注意を要するため、通行規制標識等を設置

する。 
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図 3.11 ガリンビウ橋の状況 

 

 
表 3.28 旧橋および現橋の現状と利用法および対処 

橋梁 現状と新橋建設時の利用法 相手国側の対処 
旧橋 ・右岸側橋桁の流失 

・上流側にあり、新橋建設に支障となる 
 
・新橋施工前の撤去 

現橋 ・右岸側橋台付近で床版の座屈・脱落と主要

部材の損傷 
・新橋施工中の迂回路として利用 

・補修 
 
・新橋完成後の撤去 

 

 「ソ」国側は、相手側の負担により新橋建設前の旧橋の撤去と現橋の補修に合意して

おり、特に、現況の補修を 2006年 1月に再開している。 

 

 

3.3.3 相手国側負担事項 

 
建設工事以外について、相手国分担の事項を以下に記す。 

－ 対象橋梁施工範囲内に関し、「ソ」国側担当機関（警察本部の不発弾処理班によ

る）が施工前に不発弾探査・除去作業を実施し、安全確認書を発行する。 

－ 本計画で建設されるガリンビウ橋に関し、上流部に位置する旧橋の両橋台および

右岸側盛土を撤去する。 

－ 本計画の実施が公式に決定される交換公文の調印後、速やかに沿線住民もしくは

その代表者を集めて、事業説明会をインフラ開発省主体で実施する。 

－ 工事による通過交通への不都合が多々予想されるため、ラジオ等の広報メディア

を通して、3橋梁利用者に工事中における不都合の通知を徹底する。 

 

Honiara 

現橋：ﾄﾗｽ橋 

旧橋：鋼鈑桁橋 
（右岸側橋桁流失）

   ：新橋予定位置 

   ：民家 

   ：河川流水 
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3.4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

 対象 3橋梁については、いずれも上部工は鋼鈑桁橋、下部工は鉄筋コンクリート構造で

ある。このような形式の橋梁の維持管理は、一般的に下記のようになる。 

(1)毎年の維持管理 

 － 橋面の点検・補修：橋面舗装の状況を点検し、クラック等の補修行う 

 － 排水設備の点検・清掃：車道の排水装置（排水枡・排水管等）を点検し、堆積

物があれば除去・清掃する 

 － 伸縮装置の点検・清掃：伸縮継手の遊間の泥・石の詰りを点検し、必要に応じ

て除去・清掃する 

 － 取付道路法面の除草等：毎年 1度は法面の除草・清掃をおこなう 

 

(2)  5年毎の維持管理 

 － 排水装置の補修：排水枡や排水管の損傷の修理 

 － 伸縮装置の補修：伸縮装置の軽度な損傷の補修 

 － ゴム支承の点検・清掃：桁下のゴム支承を点検と清掃 

 

(3) 15年毎の維持管理 

 － 再塗装：鋼鈑に発生した錆を除去し、補修・再塗装を行う 

 

 

3.5 プロジェクトの概算事業費 

 

3.5.1 協力対象事業の概算事業費 

本計画を日本の無償資金協力として実施する場合、必要となる事業費総額は表 3.29 に示す

様になり、先に述べた日本と「ソ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記の積算条

件により次表のとおりである。 

この概算事業費は、暫定であり無償資金実施の決定に際して、日本政府により今後見直され

ることもありうる。即ち交換公文（E/N）上の供与限度額を示すものではない。 
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（1）日本側負担分 

     概算事業費： 約 913 百万円 

 

表 3.29 概算事業費（日本側負担分） 

                                                         （単位：百万円） 

事業費区分 概算事業費  

施設 橋梁工 

下部工 

上部工 

橋台防護工 

取付道路 

833 

実施設計・施工監理 80 

合   計 913 

 

 

（2）「ソ」国側負担経費 

施工実施前に、計画地の土地収用に関する経費、ガリンビウ橋については旧橋の撤

去、施工中の迂回路用のための現橋の補修ならびに資機材の輸入に関する通関の促進な

どがある。また、新橋完成後の現橋撤去のための経費も含まれる。 

 

表 3.30 ソロモン側負担による概算事業費 

                            （単位：ｿﾛﾓﾝﾄﾞﾙ） 

項目 金額 

工事費（ｶﾞﾘﾝﾋﾞｳ旧橋撤去、現橋補修・撤去） 1,700,000 

土地収用費（橋梁両岸部、建設ﾔｰﾄﾞ等） 380,000 

合計 2,080,000 

 

（3）積算条件 

 

1) 為替交換レート 

1 米ドル＝116.29 円(2006 年 6 月時点) 

 

2) 施工期間 

実施設計および入札業務：5.5 ヶ月 

施工期間：13 ヶ月 

    

3) その他 

本計画は日本の無償資金協力の制度に従い実施されるものとする。 

上記の為替レートは、日本政府により見直される。 
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3.5.2 運営・維持管理費 

 

本件で整備された新橋本体及び取付道路の付帯諸施設に対しての主な維持管理業務は

表-3.32 に示す毎年行なう日常点検、5年および 15 年毎に行なう定期点検がある。これら

金額は、「ソ」国インフラ開発省の 2002～2004 年の道路・橋梁維持管理費実績 5.6 百万ソ

ロモンドル（表 3.31 の二重枠内）の 0.5～1.4%程度であり、十分な維持管理の実施が可能

と判断される。 

インフラ開発局では、無償資金協力で建設された 6 橋梁（建設後 10～16 年）の維持管

理を行っており、6 橋梁は十分な機能を保持していることから、上記 6 橋梁と同等規模以

下となる本件の維持管理には、技術的にも十分対応可能である。 

表-3.31  インフラ開発省の予算 

(単位：百万ｿﾛﾓﾝﾄﾞﾙ) 

項目 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 

政府予算 

（ ）内は外国の資金援助 

432.5

(108.7)

579.9

(205.4)

710.9 

(210.0) 

1,128.9

(578.9)

MID 予算 43.6 16.9 35.4 75.0

6.5 5.4 4.9 道路・橋梁維持管理費実績 

（2005 年は予算） 3 年間の平均＝5.6 百万ｿﾛﾓﾝﾄﾞﾙ 
26.4

MID 予算に占める道路・ 

橋梁維持管理費の割合 
14.9% 32.0% 13.8% 35.2%

出典：Ministry of Infrastructure and Development 

 

表 3.32 主要な維持管理項目と費用   

形態 実施時期 対象部位 内容 金額（ｿﾛﾓﾝﾄﾞﾙ） （円換算） 
日常 毎年 橋面 点検・補修 13,800 207,000

  排水装置 点検・清掃 600 9,000
  伸縮装置 点検・清掃 400 6,000
  取付道路（路面・法面） 点検・補修 12,000 180,000
 毎年必要な維持管理費の合計 26,800 402,000

定期 5年 排水装置 補修 1,500 23,000
  伸縮装置 補修 2,000 30,000
  支承部 点検・清掃 3,000 45,000
 5年毎に必要な維持管理費の合計 6,500 98,000
 15年 鋼鈑部 補修・再塗 80,000 1,200,000
 15年毎に必要な維持管理費の合計 80,000 1,200,000
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3.6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

 

「ソ」国では土地やその上にある樹木、土・石についても慣習法による所有権が複雑に絡

み合っている。従って、測量や工事のための伐採、盛土材料の土取り場、不要となった土

砂の土捨て場、路盤やコンクリートの材料となる採石などの場所は DID と連絡を密にして

慎重に選定し、適切な手続きを行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 プロジェクトの妥当性の検証 

 

 

 



74 

 

第4章 プロジェクトの妥当性の検証 

 

4.1 プロジェクトの効果 

 
本計画対象橋梁の架け替えの実施により、ガダルカナル島東部と首都ホニアラを結ぶ交通

幹線の安全性が確保されることから、ホニアラ市および周辺住民約 6万人に対する裨益効果

が見込まれる。 

(1) 直接効果 

① 橋梁区間での安全で円滑な通行の確保 

耐荷力が増大することにより大型車両が安全に通行できるのみならず、歩車道を分

離することにより歩行者の安全と車両の円滑な通行が確保できる。 

 

② 許容通行荷重の増大による輸送力の増強と安定化 

許容通行荷重が現在の 20 トンから 66 トンに増大することにより、より多くの乗客・

貨物を安定的・効果的に輸送できる。 

 

(2) 間接効果 

① 基幹産業（パーム油および金鉱山産業）の復旧による社会・経済活動の復興への寄与 

パームのプランテーションから処理プラントへの輸送、プラントで処理されたパー

ム油のホニアラ港への輸送や、ホニアラと金鉱山間の輸送が安全かつ円滑化されるこ

とにより、社会・経済活動の復興に寄与する。 

 

② 医療・教育施設・市場など社会サービスへのアクセスの改善 

車両および歩行者が円滑に通行できることにより、地域住民の医療・教育施設・市

場などへのアクセスが容易になる。 

 

  

4.2  課題・提言 

 

本計画では、橋梁架け替え工事を我が国無償資金協力事業により実施する。これとは別に

現在、ADB ファンドで実施中の紛争後緊急復興計画(PCERP)により東部幹線の道路・橋梁整

備事業が進められているが、実施機関である DID はこの道路の機能を維持するために、この

幹線全体を定期的・計画的に点検・維持管理していく必要がある。 

また、本計画の実施により対象橋梁の耐荷力は 66 トンまで引き上げられるが、これはあ

くまでも同一橋梁上に 66 トンのトレーラーが１台のみ載荷されることを前提としている。
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従って、完成後に橋梁入り口に規制用交通標識を設置して利用者にこれを周知および遵守さ

せる必要がある。 

 

4.3  プロジェクトの妥当性 

 

現在の幹線道路上の橋梁は老朽化が進んでおり、本計画対象橋梁は特に整備されずに残さ

れたままとなっているため、落橋の危険性を抱えている。本計画対象橋梁を架け替えること

により、ガダルカナル島東部に位置するパーム油および金鉱山産業重要拠点と首都ホニアラ

間の、安全かつ安定的な輸送の確保に直接的に寄与することから本計画の妥当性が確認でき

る。 

 

4.4  結論 

 

本計画は、前述のように多大な成果が期待されると同時に、広く住民の利便性の向上に寄

与するものであることから、協力対象事業に対して、我が国の無償資金協力で実施すること

の妥当性が確認される。これらの成果を長期的に機能させるための施設完成後の維持管理に

関しても、「ソ」国実施機関のこれまでの実績を考慮すると、十分に対応可能と考える。 
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資料 1.  調査団員・氏名 

  
(1)  基本設計調査 

担 当 所 属 氏 名 
総括 国際協力機構無償資金協力部業務第一グループ長 山内 邦裕 

業務主任／橋梁計画 株式会社 建設企画コンサルタント 檜垣 陽一 
橋梁設計 株式会社 建設企画コンサルタント 小山 次郎 

自然条件調査（地形・地質） 株式会社 建設企画コンサルタント 小石川一晴 
施工・調達計画／積算 株式会社 建設企画コンサルタント 大窪 保宏 

 
 
(2)  基本設計概要説明調査 

担 当 所 属 氏 名 
副総括 国際協力機構無償資金協力部業務第一グループ 今井  健 

業務主任／橋梁計画 株式会社 建設企画コンサルタント 檜垣 陽一 
橋梁設計 株式会社 建設企画コンサルタント 小山 次郎 

 
 
 
資料 2.  調査行程 
 
(1)  基本設計調査 

日数 月 日  移動 宿泊地 調査内容 備考 
1  11月 23 水 東京－ 機中 移動日 檜垣、小山、大窪

団員のみ 
2  24 木 ホニアラ ホニアラ 日本大使館、JICA表敬 
3  25 金  ホニアラ インフラ開発局、国家計画援助省と協議  
4  26 土  ホニアラ 現地調査／インフラ開発局と協議 
5  27 日  ホニアラ 資料整理 
6  28 月  ホニアラ 現地調査／天然資源省訪問 
7  29 火  ホニアラ 現地調査／インフラ開発局と協議 
8  30 水  ホニアラ 現地調査／気象庁訪問 
9 12月 1 木  ホニアラ インフラ開発局と協議／金鉱山会社訪問 小石川団員ホニ

アラ到着 
10  2 金  ホニアラ 現地調査／インフラ開発局と協議  
11  3 土  ホニアラ 現地調査／資料収集   
12  4 日  ホニアラ 資料整理、団内打合せ 
13  5 月  ホニアラ 現地調査／木材会社、財務局訪問 
14  6 火  ホニアラ 現地調査／国土地理院訪問 
15  7 水  ホニアラ 現地調査／気象庁訪問 
16  8 木  ホニアラ 現地調査／環境庁訪問  
17  9 金  ホニアラ インフラ開発局と協議／現地調査 
18  10 土  ホニアラ 現地調査／資料整理 
19  11 日  ホニアラ 資料整理 
20  12 月  ホニアラ 現地調査／国土地理院訪問 
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21  13 火  ホニアラ 日本大使館表敬 
JICA事務所打合せ 

山内団長ホニア
ラ到着 

22  14 水  ホニアラ インフラ開発局と協議／現地視察 
23  15 木  ホニアラ 国家計画援助省及びインフラ開発局との 

ミニッツ署名 
大使館、JICA事務所への報告 

24  16 金  ホニアラ 現地調査／警察庁訪問（不発弾関連） 山内団長ホニア
ラ出発 

25  17 土  ホニアラ 現地調査、地形測量、土質調査 
26  18 日  ホニアラ 資料整理、地形測量、土質調査 
27  19 月  ホニアラ 地形測量、土質調査、警察庁訪問 
28  20 火  ホニアラ 地形測量、土質調査、警察庁訪問 
29  21 水  ホニアラ 現地調査、地形測量、土質調査 
30  22 木  ホニアラ インフラ開発局と協議 

大使館、JICA事務所、国家計画援助省へ
の報告 

31  23 金 ホニアラ
－東京 

ホニアラ ホニアラ出発、東京着 檜垣、小山、大窪
団員のみ 

32  24 土  ホニアラ 地形測量、土質調査  
33  25 日  ホニアラ 地形測量、土質調査  
34  26 月  ホニアラ 地形測量、土質調査  
35  27 火 ホニアラ ホニアラ ホニアラ出発 小石川団員のみ 
36  28 水 －東京 機中 移動日  

 
 
(2)  基本設計概要説明調査 

日数 月 日  移動 宿泊地 調査内容 備考 
1  5月 19 金 東京－ 機中 移動日 檜垣、小山団員 
2  20 土 ホニアラ ホニアラ 現地調査 
3  21 日  ホニアラ 資料整理  
4  22 月  ホニアラ インフラ開発局と協議 
5  23 火  ホニアラ インフラ開発局と協議 今井副総括 

ホニアラ到着 
6  24 水  ホニアラ 現地調査／インフラ開発局と協議 
7  25 木  ホニアラ 現地調査／インフラ開発局と協議 
8  26 金  ホニアラ ミニッツ署名 

大使館、JICA事務所への報告 
今井副総括 
ホニアラ出発 

9  27 土 ホニアラ ホニアラ 現地調査  
10  28 日 －東京 機中 移動日  
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資料 3.  相手国関係者リスト 
Department of Infrastructure and Development 
Mr. Hon Alfred Sasako Minister 大臣 
Mr. John Ta’aru Permanent Secretary 次官 
Mr. Moses Virivolomo Director Transport, Policy and Planning 

Unit 
運輸政策計画局長 

Mr. Francis Nori Director of Civil Engineering 土木部長 
Mr. Ambrose Kirei Chief Civil Engineer 土木技師長 
   
Department of National Planning and Aid Coordination 
Ms. Jane Waetara Permanent Secretary 次官 
Mr. Evans Tuhagenga Acting Permanent Secretary 次官代行 
小川 和美 Aid Advisor JICA専門家 
   
Division of Water Resources   
Mr. Michael Maehaka Senior Hydrologist 水文担当技師 
   
Environment and Conservation Division  
Mr. Joe Horokou Deputy Director 副部長 
   
Guadalcanal Plains Palm Oil Limited 
Mr. Harry Brock Project Manager 所長 
Mr. Richard Bedford Director of Tetere Mill Division 部長 
   
Meteorological Service Head Quarters 
Mr. Lloyd Tahani  Senior Meteorological Officer   気象士 
Mr. Isach Senior Meteorological Officer   気象士 
   
Australian Solomon Gold Ltd., 
Mr. Keith Nibusen Administration Manager 所長 
  
Ministry of Agriculture and Lands 
Department of Lands and Surveys 
Mr. Alfred Soaki Commissioner of Lands 局長 
   
Explosive Ordinance Disposal Unit of Royal Solomon Islands Police Service Headquarters 
Mr. Rex Waiwori Ordinance Commander 爆破物処理班長 
Mr. Dennis Sweeny Advisor 爆破処理指導 
   
在ソロモン日本大使館   
久保 克彦  臨時代理大使 
岩岡 いづみ  専門調査員 
   
JICAソロモン駐在員事務所   
藤田 廣己  首席駐在員 
浅野 洋子  企画調査員 
瀧下 良信  協力隊調整員 
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